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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 82,190 △10.9 3,646 △32.2 3,711 △33.1 2,099 △27.9

21年3月期第1四半期 92,277 ― 5,380 ― 5,549 ― 2,910 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 6.76 ―

21年3月期第1四半期 9.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 302,096 91,788 29.8 289.51
21年3月期 299,007 89,575 29.4 282.83

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  89,915百万円 21年3月期  87,843百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 9.00 9.00
22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

0.00 ― 9.00 9.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

188,000 △8.9 9,800 △25.4 9,300 △29.3 5,300 △19.8 17.06

通期 380,000 △8.7 20,000 △21.1 18,800 △23.0 10,900 △12.6 35.09
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４.その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４.その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は様々な
要因により大きく異なる可能性があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 326,078,030株 21年3月期  326,078,030株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  15,501,617株 21年3月期  15,484,510株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 310,583,034株 21年3月期第1四半期 319,570,034株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気下げ止まりの兆しがあるものの、前年後半 

 から続く世界経済の大幅な減退から回復するに至っておらず、企業収益や雇用情勢の悪化、設備投資 

 の減少など非常に厳しい状況が続きました。 

  このような状況下、当社連結グループにおいては、物流分野では、中国を中心としたコンテナをは 

 じめとする輸出入貨物の取扱いの減少など景気後退の影響を強く受けたこと、ならびに航空貨物事業 

 の分社化の影響があったこと、また主要なお客様であります鉄鋼、石油・石化関連分野での減産の影 

 響で構内作業が減少となったことにより、非常に厳しい事業環境となりました。一方、機工分野では、 

 大型設備工事の完成の増加などにより堅調に推移しました。 

  この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、821億90百万円と前年同期比10.9％の減収 

 となりました。 

  また、利益面は営業利益は36億46百万円と32.2％、経常利益は37億11百万円と33.1％、四半期当期 

 純利益は20億99百万円と27.9％のいずれも減益となりました。 

 

セグメント別の状況は次のとおりであります。 

［セグメント別の状況］ 

（物流事業） 

  港湾物流は中国船社の経営破綻や景気後退の影響によりコンテナ取扱量が大幅に減少となっており 

 ます。国際物流は前期の航空貨物事業の新会社設立による分社化、中国を中心とした輸出入貨物の取 

 扱量の減少、海外プラント輸送案件の端境期等により減少となっております。鉄鋼、石油・石化関連 

 のお客様工場構内作業は減産により取扱量が大幅に減少となっております。売上高は437億41百万円と 

 前年同期比26.8％の減収、営業利益は２億54百万円と89.2％の減益となりました。 

  なお、当第１四半期連結累計期間の売上高に占める割合は53.2％であります。 

（機工事業） 

  石油・石化関連の保全工事（大型定期修理工事：ＳＤＭ）は前年横ばいで堅調となりました。鉄鋼 

 関連では高炉改修などの大型設備工事の完工があり順調な滑り出しとなりましたが、構内の保全作業 

 においては、減産や予算削減等の影響を受け減少となっております。今年度から工事進行基準を適用 

 しております。売上高は343億１百万円と前年同期比21.5％の増収、営業利益は33億88百万円と24.6％ 

 の増益となりました。 

  なお、当第１四半期連結累計期間の売上高に占める割合は41.7％であります。 

（その他事業） 

  工事進行基準による増収はあるものの、システム開発案件の減少や不採算工事により収益性は低下 

 しております。売上高は41億46百万円と前年同期比2.6％の減収、営業利益は40百万円と82.8％の減 

 益となりました。 

  なお、当第１四半期連結累計期間の売上高に占める割合は5.1％であります。 

 

 



 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

（流動資産） 

  当第１四半期連結会計期間末における流動資産は1,437億１百万円であり、前連結会計年度末に比べ 

 ４億77百万円（0.3％）増加しました。主な要因は、受取手形及び売掛金の回収による減少、仕掛工事  

 の増加による未成作業支出金の増加等の差によるものです。 

 

（固定資産） 

  当第１四半期連結会計期間末における固定資産は1,583億94百万円であり、前連結会計年度末に比べ 

 26億11百万円（1.7％）増加しました。主な要因は、有形固定資産のその他（リース資産等）の増加や  

 期末時価評価による投資有価証券の増加等によるものです。 

 

（流動負債） 

  当第１四半期連結会計期間末における流動負債は1,238億95百万円であり、前連結会計年度末に比べ 

 24億84百万円（2.0％）増加しました。主な要因は、賞与、税金資金等の対応によるコマーシャルペー 

 パーでの調達や仕掛工事の増加による未成作業受入金の増加等によるものです。 

 

（固定負債） 

  当第１四半期連結会計期間末における固定負債は864億12百万円であり、前連結会計年度末に比べ16 

 億８百万円（1.8％）減少しました。主な要因は、長期借入金の減少等によるものです。 

 

（純資産） 

  当第１四半期連結会計期間末における純資産の部は917億88百万円であり、前連結会計年度末に比べ

22億13百万円（2.5％）増加しました。主な要因は、利益剰余金の減少、その他有価証券評価差額金の 

 増加、為替換算調整勘定の増加等の差によるものです。その結果、当第１四半期連結会計期間末の自 

 己資本比率は、前連結会計年度末を0.4ポイント上回る29.8％となっております。 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

  当第１四半期終了時点における業績は、概ね計画通りに推移しており、通期業績につきましては、 

 現在のところ平成21年５月11日に公表いたしました業績予想に変更はありません。 

 

４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

(簡便的な会計処理) 

① 固定資産の減価償却費の算定方法 

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算 

 出する方法によっております。 

 

② 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限 



 定する方法によっております。 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一 

 時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将 

 来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理) 

税金費用の計算 

 当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果適用後 

の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。  

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 工事契約に関する会計基準の適用 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計

期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、売上高は5,235百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、

それぞれ772百万円増加しております。 

なお、セグメントに与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 



５．【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,856 20,049

受取手形及び売掛金 76,517 87,365

有価証券 1,298 1,158

未成作業支出金 32,122 23,060

その他 15,067 11,779

貸倒引当金 △161 △189

流動資産合計 143,701 143,224

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 37,203 37,569

土地 47,314 47,274

その他（純額） 25,440 24,945

有形固定資産合計 109,958 109,790

無形固定資産 4,737 4,617

投資その他の資産   

投資有価証券 17,660 14,700

その他 27,452 28,081

貸倒引当金 △1,413 △1,405

投資その他の資産合計 43,699 41,375

固定資産合計 158,394 155,783

資産合計 302,096 299,007



(単位：百万円)

当第１四半期 
連結会計期間末 

(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 54,390 54,319

短期借入金 26,661 34,560

未成作業受入金 6,967 2,810

コマーシャル・ペーパー 15,000 －

その他 20,876 29,721

流動負債合計 123,895 121,411

固定負債   

長期借入金 31,006 32,248

退職給付引当金 40,271 40,810

その他 15,134 14,961

固定負債合計 86,412 88,020

負債合計 210,307 209,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,619 28,619

資本剰余金 11,943 11,943

利益剰余金 58,999 59,702

自己株式 △5,641 △5,636

株主資本合計 93,920 94,629

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,268 1,263

繰延ヘッジ損益 △355 △302

土地再評価差額金 △2,440 △2,440

為替換算調整勘定 △4,478 △5,306

評価・換算差額等合計 △4,005 △6,786

少数株主持分 1,873 1,731

純資産合計 91,788 89,575

負債純資産合計 302,096 299,007
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